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被災12市町村の塵業者訪問の取組 項目番号2-2

参考資料3

被災12市町村の営農再開に向けて、 農業者を個別に訪問し、 営農再開意向や要望の把握、 支援策の説明を
実施している。

認定膜業者訪問（平成28年7月�11月）

:1 認定農業者522者

・営農再開済み農業者または営農再開を希望

している農業者は444者（訪問した農業者全

訪 体の85%)
問 ．営農再開に向けた主な意見・要望は、

塁 ①個人や小規模でも対象となる補助事業の

の 創設

概 ②風評対策や販路の確保 への支援

要 ③担い手不足や雇用労働力の確保の支援

④集落営農への支援

⑤ほ場整備やパイプラインの整備等への支

援

膜業者訪問（平成29年4月～令和元年12月）

農業者1,774者（認定農業者以外が中心）

・営農再開済み農業者または営農再開を希望

している農業者は、 765者（訪問した農業者

全体の43%)

・営農再開済みの農業者の主な課題は、 農業

機械・施設の導入、 労働力 確保

・未再開の農業者の主な課題は、 鳥獣害対策 、

用排水路の復旧

・再開意向のない 者のうち、 既に農地の出し

手となっている者は8%、 今後出し手となる

意向のある者は73%

冒遷



関係機関が連携した営膜再開推進チームの編成 項目番号2-2
参考資料4

● 楢葉町の取組を参考にして、関係機関で地域密着型のチームを編成し、市町村の営農再開を推進。
• そのために、関係機関において、必要な人的体制を強化。

営農再開推進チームの編成：楢葉町の取組を参考に、以下の関係機関でチーム編成し、市町村の状況に応じて営農再開を支援

市町村担当チーム

担当職員を配置し、裳農再開のビジョン作りから具体
ヒで 准

農林水産省

［ 福島県 ］ 
［ 叩町村農業担当職員 ＿］ 
ふ (JA福島さくら、 JAふくしま未来）�

し農地利用最適化推進委員_]

支援

必要に応じたオンサイトサポートを実施

｛農林水産省（匹に応じ、対応できる人員を配置）

9島県農林事務所（事業担当及ひ普及担当�」

こ

、

、

［福島相双復興推進機構
、

、

人的体制の強化：上記チームによる営農再開加速化のため、関係機関は人的体制を強化

〇襲林水産省

〇福島県

OJA 

.. 市町村に常駐職員を派遣するとともに、オンサイトサポー トを円滑に行えるよう、
課題に応じ、対応できる人員を配謹。
市町村幹部や本省・局との連絡調整等を担うことで営農再開に向けた取組を支援。

⇒ 派遣・駐在や農林事務所によるサポー トを強化。

.. 地元JAによる営農指導の強化。

〇福島相双復興推進機構 .. 市町村における農地の利用集積の促進等を外部から支援。
このために必要な人員を確保。





福島県膜林水産業再生総合事業【令和 2 年度予算概算決定額 47億円】 三参考資料6

福島県の農林水産業の再生に向けて、生産から流通、販売に至るまで、風評の払拭を総合的に支援。
第三者認証GAP等取得促進事業

•第三者認証GAP等の取得経費
・研修会の開催、GAP指導員の育成
・産地双込位）実践内容を確認するたぬ応ノステム⑪酔苔等

環境にやさしい農業拡大事業

・有機JAS認証の取得経費
・有機農産物等の生産・出荷に必要な施設・機械の導入
・商談会・産地見学会を通じた新たな販路開拓 等

農林水産物の検査の推進
• 国のガイドライン等に基づく放射性物質の検査

・産地における自主検査と検査結果に基づく安全性のPR

福島県産農産物等流通実態調査事業
国による福島県産農林水産物等の販売不振の実態と要因の調査

販路拡大タイアップ事業

生産者の販路開拓等に必要な専門家による指導・助言

水産物競争力強化支援事業
•水産エコラベルの認証取得経費

・高鮮度流通の実証試験及びそれに必要な機器・設備の導入
・小売店、外食店への販路開拓、認証水産物の PR活動 等

農産物等戦略的販売促進事業
・量販店での販売コ ー ナーの設置、販売フェアの開催
・オンラインストアにおける特設ペー ジの運営
・アンテナショップを活用した首都圏での販売促進 等

1 福島県産農産物等流通実態調査の結果概日―7
● 福島県産品の生産・販売はイ衣然回復していない。
● 福島県産品と他県産品の流通段階ごとの価格形成に明確な

違いはなく、“買いたたき ”は確認されなかった。

平成30年度調査で新たに明らかになった実態

① 仲卸業者等の「納入業者」は小売業者、外食業者等の
「納入先」の福島県産品の取扱姿勢を実態よりもネガ
ティブに評価

② 福島県への親近感、良質という評価、安全性のイメ ー ジ
は福島県産品の購買に影響

③ 仲卸業者・小売業者等の販売のプロは「品質」「安全・
安心」「供給量の安定」に着目

④ 実需者の需要の変化に合わせて、他道県は商品開発・ブ
ランド化の取組を著しく強化

販売促進に向けた方向性

① 福島県産品の取扱姿勢に関する流通段階ごとの認識の雌繭を
周知・指導

② GAPによる生産工程管理を着実に実施
③ 販売のプロの眼鏡にかなうよう、定時・定量出荷や契約を遵

守した安定的な供給を徹底
④ 他道県の新品種開発・ブランド化をしのぐだけの積極的な

マーケティングを展開
量疇



I , - 産業 ・ 生棠（なりわい）の再生 ・ 創出
I 

被災企業等への支援

復興庁企業連携推進室・経済産業省大臣官房
福島復興推進グループ福島新産業・雇用創出推進室

■ 「地域復興マッチング『結の場』」や専門家派遣集中支援事業、被災地域企業新事業ハンズオン支援事業などを活用して、被災地域企業の
様々な取組を後押しする必要がある。

— ■ 地元 での事業再開や新規産業誘致に当たり 、企業立地補助金等の取組は有効に機能。

■ 下請でなく主体的に製品製造へと経営の軸足を移していくことにチャレンジするものへの支援が必要である。
■地元有志で、地場の産品等を活かした新商品開発やブランド化に取り組むような、小規模の草の根レベルでの創業の模索への支援が必要である。
■ 12市町村において被災者の働く場を確保するには、事業再開や新規産業の誘致に取り組む ことが有効である。

■ 被災地企業の販路開拓や新商品開発等を支援することで、失った販路や減少した売上を回 --­
復する。

■ 被災者の「働く場」を確保し、今後の帰還を加速するため、企業立地支援により雇用創出及
び産業集積等を図る。

■ 地域復興マッチング『結の場』

福島県内 復興庁
経済産業省

大手企業等と被災地域企業とのマッチングを目的としたワ ークショップを開催し、被災地域企業の新たな取組を支援。 平成26年度の南相馬市、27年度の南
双葉地区、28年度の相馬市、29年度の田村地区、30年度の標葉地区の開催では、累計で支援企業127社、被災企業41社が参加。26年度開催の南相馬市では
16件、 27年度の南双葉地区では15件、28年度の相馬市では8件、29年度の田村地区では4件、30年度の標葉地区では6件のマッチングが成立。

■ 被災地域企業新事業ハンズオン支援事業
復興庁職員自らが新産業の創出につながる新たな事業に対して 、 具体的な実務支援（ハンズオン支援）を実施。福島県では平成24-令和元年度に合計25件

実施（うち12市町村で6件実施）。

■ 専門家派遣集中支援事業
被災地で新たな事業を立ち上げる企業（被災地域内外）やまちづくり会社設立を検討中の協議会等に対し、専門家・専門機関が、市場調査等の集中支援を実

施。福島県では平成27-令和元年度に64件（うち12市町村で16件実施）。

1 これまでの取組 II 
I 

202� 年度
I

I I I 20211年度
I I I 2022年度~ I-IIIIIEl!iJIIII

従来の取組を見直し
がら引き続き推進

被災地域企業のニーズや
復興状況等踏まえ必要な施策を検討・実施

企業立地補助金 による企業の立地の推進

失った販路や減少した
売上の回復を実現



地域復興マッチング『結の場』の概要
� 参考資料1

1被災自治体において、支援企業と被災地域企業のマッチングを目的としたワ ーク
ショップを開催。

【経営課題（例）】

• 新商品の開発手法が 課題 ヮークショップ
わからない 相談 において検討

・施設は復旧したが、
販路がない

・企画立案担当者などの
担い手不足

／
一

連携事業の創出］

【支援提案（例）】

・自社ノウハウやアイデア
の提供

・社内販売、社員食堂等で
の販売機会提供

・人材育成支援·研修プロ
グラム提供

〇支援企業は、被災地域の企業ニーズに応え、自社の利害を超えて、技術、
情報、販路など、自らの経営資源を被災地域企業に幅広く提供。

〇被災地域企業は、通常のビジネスマッチングでは得られない販路やアイデア等
を得られる。

量鴎



被災地域企業新事業ハンズオン支援の概要
� 参考資料2

1復興庁職員が、専門家や商工会議所等と連携し、被災地で経営課題の解決に取り組む企業
に対し、具体的な実務支援（ハンズオン支援）を実施。

【支諷住詞h ハンズオン支援

グループ支援'
全体支援

鸞譴企業

鸞譴企業 社

鸞頭企業

鸞譴企業書個社別の支援 F
―
�—

ぐ

.
r

＂ヽ
：．

 

-ム-
＾^
. '

【ハンズオン支援のイメ ージ】

I ,..-... Aliiiiiiiiiiiii · 

連携 s― IIl , ー・一・一・一•一•一•一・ー・ー・ー・ー・ー・ー・ー・ー・一・一・一・一•一•一！

支援案件ことに体制を組み、
助言・指導にととまらす、

企業等と共に事業化を推進

E-
る
＇

 

グループ支援の例 l 
・販路拡大やおもてなし人材育成等のためのセミナーやワ ークショップの開催
・商談ロールプレイング、イベントや物産展への出展によるテストマーケティング機会の提供等

一個社支援の例 l 
・市場調査、商品コンセプトの検討、パッケージデザイン制作、プロモーション活動支援
・営業力強化のための販売促進ツール、誘客PR用のポスター ・動画などの作成支援等

量璽





福島復興推進グループ

自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金
福島新産業・雇用創出推進室
03-3501-8574

令和2年度予算額 一 ※ (88.0t麿113) ※令和2年度は実施期限を1年延長し、基金残で運用。
項目番号3

参考資料4

事業の内容 I 
事業目的・概要
●被災者の「働く場」を確保し、今後の自立・帰還を加速させるた

め、福島県の避難指示区域等を対象に、工場等の新増設を行
う企業を支援し、雇用創出及び産業集積を図ります。

●加えて、住民の帰還や産業の立地を促進するため、商業回復を
進めます。

基金総額
● 673億円(H28年度： 320億、H29年度： 185億、

H30年度： 80億、R1年度： 88億）
対象地域 12市町村の避難指示区域等

対象経費用地の取得、建設から設備までの初期の立地経費等

交付要件 投資額に応じた一定の雇用の創出など

実施期限 申請期限： R2年度末まで
運用期限： R4年度末まで

成果目標

●被災者の「働く場」を確保し、生活基盤を取り戻すため、企業立
地を推進し、自立・帰還を加速させることで、雇用創出及び産業
集積、商業回復を図ります。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

基金造成

ロ→一
補助

＇贔靡闊渭

一� 還9

・三寄ご寿ホーa
● 対象業種：

製造業、卸・小売業、飲食サービス業、生活関連サービス業 等
● 対象施設：

工場、物流施設、試験研究施設、機械設備、店舗、社宅、その他施設等

�� 

工場（製造業） 物流施設 機械設備

小売店 飲食店

(n 商業施設等立地支援事業 ： 
● 対象施設：商業施設（①公設型、②民設共同型）
● 補助率：避難指示区域、避難解除区域等

自治体、民間事業者等 3/4 以内

� 

（商業施設整備）

（域外の事業者）

｀ 
� ,_,. 丘ヽb

●●

量糧













































































































































■ 計画の意義こ目標

葛尾村野行地区において「改正•福島復興再生特別措置法（平成29年5月19 日施行）」

により新たに設けられた「特定復興再生拠点区域復興再生計画制度」を活用し、村の

掲げる「エコ ・ コンパクトビレッジ」の理念のもと、特定復興再生拠点区域を定め、 ～ 自然

と共存し、一人ひとりの笑顔がみえる持続可能なふるさと「かつらお」～の実現を目指す。

■ 計画の概要

e
 

■ 特定復興再生拠点区域図、区域内の土地利用

計画の期間

解除目標

居住人口目標

■ 事業内容

三参考資料3

令和4年9月末まで

令和4年春頃

約80人

0中心地区再生ゾーン
► 集会所など地域の人々の交流拠点を整

備し、コミュニティの維持・継続に繋げる。

0震業再生ゾーン
► 農用地等の利用環境を復旧・整備し、震

災前の村の中心産業であった農業、畜産
の再生を図る。

■ 広域図

凡 鋼

匿冨I ••-区













































ふくしまから

はじめよう。

わTU『• Fr<im Ft1畑呻Im皐

ふくしまサッカ ーチャレンジプロジェクト事業

3 2,483千円(H31 : 32,066千円）

事業イメージ

福島県地域政策課
Tel: 024-521-7119 

事業の内容

1 背景 ・ 目的 ・ 概要 1
直

0復興のシンボルであるJヴィレッジを核とした活力創出やJFAアカ
デミー福島の本県での再開に向け、JFAの「福島復興支援プログ
ラム」と相互連携しながら、県内のサッカーの振興を図り、双葉地
域を始めとする本県のサッカーを通じた地域活性化を図る。

〇避難地域の復興や人口減少が進む中、子どもたちを安心して産
み育て、スポーツに親しむことは重要であり、サッカーを通じた体
力づくり ・ 健全育成等の環境づくりを進める。

〇営業を再開したJヴィレッジを国内サッカーの拠点として位置付
け、サッカーの幅広い世代と国を超えた発信力を活かしながら、
Jヴィレッジを核として、双葉地域のサッカーを通じた地域活性化に
取り組む。

I条件（対象者 ・ 対象行為 ・ 補助率等） 1

サッカーの裾野の拡大、トップレベルの選手の育成・強化、指導
者や審判員の育成・養成等に向け、継続的に取組を進める。

①県内サッカー裾野拡大推進事業 [6,058千円］
②「ふくしまサッカーチャレンジ塾」事業 [12,553千円］
③ JFAアカデミー福島連携事業 [3,828千円］
④「Jヴィレッジ杯」事業 [10,044千円］
【予算額】
32,483千円

【事業実施方法】
県サッカー協会、Jヴィレッジ等関係団体への委託
実行委員会による大会の開催

事業メニュー

I 諷野拡大推進事業 I I ②サッカ ーチャレンジ塾

子どもたちや女子を対象とした交 県内各地域の新たな強豪校を誕
流会 ・ 体験事業等を実施する 生させるため、継続的に指導者を

派遣するとともに指導者や審判員
の養成·育成を行う

|③ JFAアカデミ ー福島連携 II ④Jヴィレッジ杯 I 
アカデミー選手を招聘した試合の 全国の一流チーム等を招聘した東
開催、コーチング ・ 交流事業等 日本を代表する大会などを実行委

員会方式で開催し、再開したJヴィ
レッジを核とした地域活性化を図る

J

---

Jヴィレッジを核にサッカーを通じた地域活性化

［口 旱三l






